
包括外部監査　過去の措置状況一覧
◆平成２１年度　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【教育委員会生涯学習局の財務事務及び所管する公の施設の管理・運営状況について】
	監　査　結　果（指摘事項）
	措　置　の　内　容

	１．国有資産等所在市町村交付金について
国有資産等所在市町村交付金は県から市町村に支払われるものであるが、受益者負担の観点から、本来負担すべきは行政財産の借主であるため、行政財産使用料に上乗せして県が借主から徴収することが妥当であり、過年度分の損害については、その損害の回復に努め、二度と再発することのないよう原因を究明し、その結果を踏まえて速やかにその対策をとることが必要である。
そして、そのためにも今後は、行政財産の借主から交付金相当額を徴収するための根拠規定を明確にするとともに、市町村に対する支払い漏れや行政財産の借主からの徴収漏れが生じることのないように県全体で交付金取扱い事務を一元管理する必要がある。
２．施設における物品の管理状況について

＜物品管理簿における金額の未記載＞
県立図書館や県立体育館、県立武道館で保有している備品等について、物品管理簿による管理が行われているが、物品管理簿の金額欄が未記載となっているものが散見された。物品管理簿は、和歌山県物品管理等事務規程により金額を記載することが義務付けられているものであり、規程に沿った適切な財務事務を行う必要がある。

＜県立近代美術館、県立博物館における館蔵品の棚卸＞
県立近代美術館においては、展覧会開催時に展示する館蔵品・寄託品の現物確認を実施していることから、相当数の現物確認は行われている状況である。しかし、全ての作品を確認する必要があることから、そのための計画を策定し、全ての館蔵品・寄託品について現物確認を行う必要があると考える。
また、県立博物館においては、館蔵品について定期的な現物確認が行われていないことから、一定のルールを定めて体系的な現物確認を実施すべきであると考える。
５．指定管理者制度導入施設の管理における問題点

＜利用料金の剰余金の取扱い＞
各施設の指定管理にあたっては利用料金制度が採用されており、施設の利用料金収入はすべて指定管理者の収入となる。その一方で、指定管理者募集要項及び基本協定書の文言は各施設共通であり、剰余金の取扱いについて、「利用料金の剰余金は、施設の設置目的に沿って指定管理者が自ら企画・実施する事業に充てなければならない」とされている。
利用料金制度は、施設の利用料金収入を指定管理者の収入とすることで、指定管理者の経営努力を促し、施設利用者へのサービスを向上させる意義がある。上記のような指定管理者募集要項及び基本協定書の記載内容は、剰余金の使途を施設の運営管理に限定させ、指定管理者による経営努力のモチベーションを損なうおそれがある。
県によると、「指定管理者が過度に利潤を追求するあまり、本来のスポーツ振興を図る目的よりも興業的なイベント等にシフトし過ぎないよう、一定の歯止めをかける必要がある」との考えに基づくものであるとのことであるが、この点については、事業計画及び実際に実施している事業内容のモニタリングを適切に行うことで対応できると考える。
また、指定管理者募集要項にこのような記載があることで、指定管理者募集段階で応募を躊躇する業者があり、競争性が損なわれている可能性があることも大きな問題である。
以上のことから、利用料金の剰余金に関する取扱いを見直し、指定管理者募集要項及び基本協定書の記載内容を改める必要があると考える。

８．その他の監査結果及び監査結果に添えて提出する意見の要約（施設関連）
①その他の監査結果の要約
第４【２】１　県立図書館

書き損じた領収証書について、領収証書の正、控えともに破棄している事例があった。領収証書を損傷した場合には、当該領収証書を保存しておかなければならない（和歌山県税収入事務規程 第28条）ことになっており、規程に沿った適切な財務事務を行う必要がある。

第４【２】２　３　県立体育館　県立武道館
県立体育館、県立武道館の館長は、警備及び防災の計画を作成し、教育長に報告しなければならないが（和歌山県立体育館管理規則 第10条）報告がなされていなかった。消防法に基づく防災計画は作成されているが、規程に沿って適切に報告を行うべきである。

第４【２】７－１　近代美術館管理運営事業

　　未使用の観覧券について、現物管理が行われていない。また、未使用の観覧券が複数場所で保管されており、場所ごとに何枚保管されているかについても把握されていない。在庫数量の管理を行い、金庫等の施錠できる状態で保管すべきである。

第４【２】７－１　近代美術館管理運営事業

　　管理職室に置かれてはいるものの、未使用の無料招待券が開口された段ボール箱に入れられた状態にあった。換金可能な有価物であるため、金庫等の施錠できる状態で保管すべきである。

【２】施設関係以外の事業に関する監査の結果及び意見

１．県職員による他団体の業務の兼務等について
　①社団法人和歌山県体育協会の職員の兼務手続き及び経費の負担区分について
社団法人和歌山県体育協会職員の兼務の承認手続きとしては、「兼務職員の一覧表（団体業務従事一覧表）を作成し、教育委員会教育長の承認を受けた後、これを県体育協会に送付する」という形で行われている。しかし、県と県体育協会はあくまで別組織体であるため、両者の合意文書として両者間の協定書等が必要であると考える。
県体育協会の事務所はなく、県庁にて県体育協会としての業務が行われている。備品、消耗品購入等に係る費用負担は県と県体育協会で明確に分けられているが、光熱水費は県が全額負担している状況である。県と県体育協会の決算を適切に区分するためには、従事割合等で按分計算を行うことについて検討すべきである。
さらに、県職員としての限られた就業時間の一部が、体育協会の業務を行うことに充てられ、当該部分の職員人件費についても県が負担しており、経済実態に応じた会計処理がなされていない。
他都道府県では、県体育協会は県から分離しており、県体育協会で職員の採用を行っていることが一般的であり、両者の会計は明確に区分されている。県と県体育協会の会計区分及び人件費の負担について実態にあった会計処理ができるよう、両者の関係も含めて、再検討する必要がある。
３．その他の監査結果及び監査結果に添えて提出する意見の要約（施設以外）
① その他の監査結果の要約
第４【１】６　ゴールデンキッズ発掘プロジェクト事業

委託先からの実績報告では、予算の流用に関して、その具体的な理由が判別できない。
県は、実績詳細を入手し、収支決算書との整合性を検査するとともに、多額の流用が行われている費目については原因を追究し、場合によっては委託先に対して請求書・領収証等の証憑の提出を求め、予算流用の妥当性、支出内容の適切性について検討すべきである。


	行政財産の使用許可を与えた者からは、条例に基づき適正に使用料を徴収しており、県に損害を与えているものではなく、また、行政財産に使用許可を与えたことにより発生した国有資産等所在市町村交付金については、行政財産使用料に上乗せして徴収するかどうかは行政の裁量の範囲であると考えている。

総務部総務管理局管財課に備え付けられている公有財産台帳に記載の公有財産については、今後、同課において、市町村に対する交付金取扱事務を統括していく。

県立図書館については、金額が未記載となっているものを洗い出し、金額の調査を行っている。金額が確認できたものから物品管理簿へ記載していく。

県立体育館及び県立武道館については、平成２２年度から指定管理者による管理を行っているため、指定管理者に対して物品の移動があったときは事務規程にのっとって管理するよう指導している。

　また、金額が未記載のものについては、調査を行っており、金額が確認できたものから物品管理簿へ記載していく。

現物確認ができていない館蔵品・寄託品については、所蔵作品データベース整備を進めており、それに併せ確認作業を行っている。
また、新たな館蔵品・寄託品については、その都度データ作成に併せて現物確認を行っている。

　館蔵品については、寄託品と同様に２年に１度の周期で確認・点検を実施する。平成２２年度は既に行っている。

平成２２年度から、指定管理者募集要項及び基本協定書の文言中、利用料金の剰余金に関する取扱いについての記載を削除し、剰余金については、指定管理者の収入とするよう改めた。

平成２２年度から、領収証書の取扱いについては、取扱担当者を県立図書館総務課に一元化し、規程に沿った適切な財務事務を行っている。

　平成２２年度から、県立体育館及び県立武道館の指定管理者制度導入に伴い新規則が施行され、和歌山県立体育館管理規則は廃止されており、指定管理者より教育長に対する防災計画の報告義務はなくなっているが、指定管理者による防災計画は作成されており、変更等を行う場合は、内容について十分協議を行っていくこととしている。

平成２２年度から、観覧券については、必要最小限の枚数をその都度受付に渡し、未使用観覧券については、県立近代美術館総務課内のロッカーで施錠し、保管している。

　また、在庫枚数については、発券簿等と照合し、管理している。

平成２２年度から、未使用の無料招待券については、県立近代美術館総務課内のロッカーで施錠し、保管している。

　
教育委員会生涯学習局スポーツ課職員の社団法人和歌山県体育協会（以下「県体育協会」という。）職員への兼務を止め、県職員を県体育協会に派遣することとする。

　事務所の使用料金や光熱水費など、事務所運営に要する必要経費は県体育協会が負担することとする。

実行委員会の予算の流用については、理由を判別するため、多額の流用が行われていた費目の証拠書類等の検査を行った。検査の結果、予算流用の妥当性については、有意義な使途ではあったものの、大幅な流用に関しては今後十分な協議が必要であり、指導していくこととする。
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